
平成１８年度当初予算案

主要事項説明資料

府民労働部



府民労働部

頁 事　　業　　名 担当課(室)

府労－１
（共通）

雇用対策事業費
雇 用 対 策
プ ロ ジ ェ ク ト

府労－２
（共通）

ＮＰＯとの協働事業費 府民労働総務課

府労－３ 子どもの安心・安全を守る総合対策事業費 府民労働総務課

府労－４ 府民防犯旬間啓発活動費 府民労働総務課

府労－５ 植物園四季の彩り事業費 府民労働総務課

府労－６ 国民文化祭に向けた京都文化力向上事業費 文 化 芸 術 室

府労－７ 「京都文化会議２００６」開催費 文 化 芸 術 室

府労－８ 新たな文化マーケット創出事業費 文 化 芸 術 室

府労－９ 京都文化博物館別館築100周年記念事業費 文 化 芸 術 室

府労－１０ 女性チャレンジ推進事業費 女 性 政 策 課

府労－１１ ＫＹＯのあけぼの推進事業費 女 性 政 策 課

府労－１２ ドメスティック・バイオレンス対策事業費 女 性 政 策 課

府労－１３ 青少年の社会的ひきこもり支援事業費 青 少 年 課

府労－１４ 青少年すこやか支援地域ネットワーク事業費 青 少 年 課

府労－１５ 若年者就業総合支援事業費
雇 用 対 策
プ ロ ジ ェ ク ト

府労－１６ 中高年齢者再就職支援事業費
雇 用 対 策
プ ロ ジ ェ ク ト

府労－１７ Ｕターンセンター事業費
雇 用 対 策
プ ロ ジ ェ ク ト

府労－１８ 障害者の自立・就労支援事業費
能 力 開 発 課 ・
雇 用 対 策
プ ロ ジ ェ ク ト

府労－１９ 離職者等再就職訓練事業費 能 力 開 発 課

主要事項説明資料目次



平成１８年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

雇 用 対 策 事 業 費事 業 名

予 算 額 ９,６５２,２６１ 千円 新規・継続の別 新規・継続

１ 趣 旨

少子・高齢化社会の進展等、就業構造が大きく変化する中で、依然

として厳しい若年者の雇用問題や団塊の世代の大量離職といった課題

等に対応するため、平成１７年１２月に策定した「新京都府雇用創出

・就業支援計画」に基づき、引き続き、雇用の創出・拡大及び若年者

や高年齢者、女性等の就業支援対策の推進を図る。

事 業 内 容 また、依然として厳しい中高年齢者等の雇用の下支えを図るため、

自然環境の保全や産業振興など、地域の実情も踏まえつつ、雇用創出

効果の高い緊急雇用対策関連事業を実施する。

２ 事業概要

（単位：千円、人）

実雇用見込人数目 的 事 業 区 分 事 業 費

雇 用 の 創 出 ・ 拡 大 ３,４２９,６４７ １,４７７
対 象

方 法 等

就業支援対策の推進 ８００,０３７ ３,９８２

緊 急 雇 用 対 策 ５,４２２,５７７ ２,４２７

合 計 ９,６５２,２６１ ７,８８６

※各種助成金の効果的な活用などにより、雇用に結びつけていく分を含め、

トータルで平成１８年度は約11,000人規模の雇用創出を見込む。

担当課・係名 雇用対策プロジェクト雇用促進チーム 075-414-5094課･係 電話番号

府労－１（共通）



（単位：千円、人）

頁 事　業　費
実 雇 用
見込人数

担当部局

1 26,000 － 企画環境部

2 14,200 182 保健福祉部

3 12,500 25 保健福祉部

4 750,000 商 　工 　部

5 2,500,000 商 　工 　部

6 4,080 12 農林水産部

7 53,500 1,850 府民労働部

8 若年者就業支援ワンストップサービス事業費 (49,000) (1,650)

9 「若年者ワークフェア・京都」等開催費 (4,500) (200)

10 12,400 -
府民労働部
保健福祉部

11 3,000 100 府民労働部

12 221,000 641 府民労働部

13 1,900 97 府民労働部

14 11,500 100 府民労働部

15 30,183 40 府民労働部

16 5,000 300
総　務　部
府民労働部

3 4,000 10 保健福祉部

17 15,900 2 保健福祉部

18 25,223 26 農林水産部

19 108,600 80
商 　工 　部
教育委員会

20 98,720 155 農林水産部

21 56,000 17 農林水産部

22 209,412 56 農林水産部

23 86,397 43 農林水産部

24 9,400 15 農林水産部

25 10,000 10 農林水産部

26 21,000 8 農林水産部

27 8,500 20 農林水産部

28 2,089 3 農林水産部

29 77,746 133 農林水産部

100,000 93 土木建築部

30,000 12 土木建築部

10,000 6 土木建築部

31 500,000 115 土木建築部

32 3,000,000 495
土木建築部
警察本部
教育委員会

33 768,964 726 教育委員会

34 95,749 274 教育委員会

35 220,000 100 教育委員会

（注）事業については、主要な事業を記載

<緑の公共事業費>緑の公共担い手育成事業費

<緑の公共事業費>京都・文化の森づくり事業費

ＩＴ活用障害者就労支援事業費

事　業　区　分

「 雇 用 対 策 事 業 費 」 主 要 事 業 一 覧

651
京都産業立地戦略２１特別対策事業費補助金

雇用のための企業立地促進特別対策費

「ゆめこうば」支援事業費

けいはんな新産業フロンティア創出事業費

高齢者地域活性化推進事業費

若年者就業総合支援事業費

女性チャレンジネット整備事業費

障害者就職促進対策費

<緑の公共事業費>いのちと環境の森づくり事業費

<緑の公共事業費>クマ剥ぎ被害緊急対策事業費

<緑の公共事業費>安心・安全の森整備事業費
　　　　　　　　(公共治山事業)

<緑の公共事業費>環境に優しいウッドマイレージ認証木材普及事業費

<緑の公共事業費>松くい虫等防除関連事業費

匠の公共事業費

臨時生活関連施設整備費

<緑の公共事業費>ナラ枯れ被害対策事業費

<緑の公共事業費>人と野生鳥獣の共生の森づくり事業費

<緑の公共事業費>緑の河川復活事業費

<緑の公共事業費>緑の渓流復活事業費

小学校低学年指導充実費

特別支援教育充実事業費

<緑の公共事業費>緑の散策道等再生事業費

全中学１年生英数少人数教育実施費

緊急生活道路小規模改良事業費

ふるさとのあすをひらく新規就業支援事業費

青少年の社会的ひきこもり支援事業費

中高年齢者再就職支援事業費

「ゆめこうば」支援事業　（就労訓練支援事業）

30

事　　　　　　業　　　　　　名

障害者の自立・就労支援事業費

Ｕターンセンター事業費

<緑の公共事業費>風倒木被害森林緊急再生事業費
　　　　　　　　(公共造林事業)

雇用の創出・拡大

緊急雇用対策

就業支援対策の推進

<緑の公共事業費>災害に強い森づくり事業費

離職者等再就職訓練事業費



平成１８年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

Ｎ Ｐ Ｏ と の 協 働 事 業 費事業名

予算額 新規・継続の別 新規・継続１９４，６８８千円

１ 趣 旨

府民発・府民参画・府民協働 の行政システムに転換するため Ｎ「 」 、「

ＰＯ協働推進アクションプラン」に基づき、ＮＰＯとの協働の一層の推

進を図る。

２ 事業概要

事業内容

目 的 内 容 事業数 事業費（千円）

対 象

方法等 ＮＰＯへの事業の委託 １９ ９８，７３３

ＮＰＯの行う事業への補助 ４ ２２，４７３

ＮＰＯとの事業共催、実行 １３ ７１，６８２

委員会等

ＮＰＯとの協働を進めるた ２ １，８００

めの事業

合 計 ３８ １９４，６８８

０７５-４１４-４２１０担当課・係名 課 ・ 係 電 話 番 号府民労働総務課 ＮＰＯ協働推進室

府労－２（共通）



事   項    （事業名） 事   業   概   要 対　象 事業費

企画環境部 1
地域と人をむすぶＩＴ活用拠点運営
事業

北部地域における高度なＩＴ環境を備えた拠点として、地域内
外との交流、人材の育成や情報の発信・支援

（特）舞鶴ＩＴ推進
協議会

7,224

2 京と地球の共生推進事業 地球温暖化防止に関する相談、情報提供、研修の実施等
（特）京都地球温
暖化防止府民会
議 16,840

3 エコライフ推進事業 インターネット環境家計簿を活用したエコライフの実践、普及
（特）気候ネット
ワーク等

1,500

4 「風のプロジェクト」推進費 小型風力発電導入の啓発、市民風車設置検討
（特）京都地球温
暖化防止府民会
議 1,500

5 地球温暖化対策人材育成事業 省エネラベルの普及、「省エネマイスター」認定講習の実施
（特）京都地球温
暖化防止府民会
議 450

6
産業廃棄物発生抑制等促進事業費
（環境配慮型製品等使用促進事業
等）

環境に配慮した製品等の使用促進事業等
京都グリーン購入
ネットワーク

2,000

府民労働部 7
青少年の社会的ひきこもり支援事
業

青少年の社会的ひきこもりに対して、行政と民間とのネット
ワークを構築し、段階や状態に応じた総合的な支援の実施

NPO等

9,700

8 桂川運動公園管理費 桂川運動公園の除草清掃、利用調整・有効活用等 NPO等

2,000

9 勤労者福祉会館管理運営費 口丹波勤労者福祉会館の管理運営
（特）八木町体育
協会

15,722

10 離職者向け短期職業訓練 障害者に対する職業訓練を実施 ＮＰＯ等

1,890

11
ドメスティック・バイオレンス対策事
業

DVに関する啓発・グループカウンセリング相談窓口の実施
等

ウイメンズカウン
セリング京都

6,300

保健福祉部 12 ふるさと墓参等（里帰り）事業費
ハンセン病療養所に入所している京都府出身者の里帰り、
墓参り等

小島をバラ園に
する会

2,800

13 地域発未来っ子応援事業費 地域における子育て支援の府民参画型の展開 NPO

3,600

14 長期療養児家庭支援事業費
長期間入院小児難病患者に付き添う家族等のための宿泊
施設の確保

ＮＰＯ等

3,650

商工部 15 休日等消費生活相談事業費 土・日曜日の消費生活電話相談窓口を京都市と共同で設置
（特）京都消費生
活有資格者の会

2,000

農林水産部 16 京都モデルフォレスト創造事業費
森林を核とした府民ぐるみでの環境保全活動の推進のため
のシンポジウム、ワークショップ等の開催

ＮＰＯ等

9,500

土木建築部 17
洛西浄化センター高度処理水ＰＲ事
業

洛西浄化センター設置のビオトープの管理、高度処理水のＰ
Ｒ、小学校等の環境学習支援

（特）ビオトープ
ネットワーク京都

557

18 木津川右岸運動公園(仮称)整備費 計画から整備、管理運営まで府民が育てる公園づくり NPO等

10,000

教育庁 19
心のサポート推進事業（民間施設連
携支援事業）

不登校児童生徒を支援する民間施設に学校等との連携や
学習・体験プログラムの開発等について実践研究を委託

ＮＰＯ等

1,500

「 N P O と の 協 働 事 業 費 」 主 要 事 業 一 覧

（ＮＰＯへの事業の委託）

部局名



事   項    （事業名） 事   業   概   要 対　象 事業費

企画環境部 20 水環境ネットワーク推進事業 身近な水環境づくりモデル事業の推進 ＮＰＯ

700

府民労働部 21 青少年活動活性化事業
府内青少年団体の連携組織「京都青少年ゆめネットワーク」
の活動を支援

ゆめっと京都

4,000

保健福祉部 22 「ぶらり嵐山」管理運営事業 「ぶらり嵐山」を管理運営するNPOへの補助
京都授産振興セ
ンター

8,273

商工部 23 西陣ＩＴ路地運営事業費 ＩＴ、ＳＯＨＯ等を対象としたインキュベート施設の運営
（特）西陣町家ス
タジオ

9,500

事   項    （事業名） 事   業   概   要 対　象 事業費

企画理事
（広域振興局）

24 山城うるおい水辺パートナーシップ事業
府管理河川において、河川環境保全等を行うボランティア団
体と事業協働協定を締結

ＮＰＯ等

2,300

府民労働部 25
青少年すこやか支援地域ネットワーク事
業

非行等の問題を抱える青少年のための継続的な活動の場
＝居場所をＮＰＯ等と協働して整備

NPO等

5,800

26 KYOのあけぼのフェスティバル開催費
男女共同参画の啓発を目的とするフェスティバルの実行委
員会にＮＰＯ等が参画

NPO等

7,000

27 地域の「きずな」創造事業
地域で男女共同参画を推進する事業をNPO等との協働を図
りながら企画・実施

NPO等

1,000

28 新たな文化マーケット創出事業費
若手作家・職人等と鑑賞者（買い手）とが自由に展示販売す
るアートフリーマーケットの実行委員会にＮＰＯが参画

ＮＰＯ等

920

29
国民文化祭に向けた京都文化力向上事
業

次世代を中心とした演劇や舞踊、音楽のフェスティバルを府
民やＮＰＯの参画により、企画・立案し、開催

ＮＰＯ等

3,130

保健福祉部 30 京の子育てネットワーク支援事業
子育て関係団体等が参画する「京の子育てネットワーク」に
ＮＰＯが参画

NPO

2,500

31 エイズ・肝炎等予防対策事業
若年層にエイズに関する正しい知識の普及・啓発のための
参加型研修会の開催。保健所職員等を専門的職員研修に
派遣

ＮＰＯ

2,215

32
介護・福祉サービス第三者評価等
推進事業

自己評価や点検を指導するとともに、第三者による公正な評
価及び評価結果の公表のしくみをＮＰＯ等と協働し構築

ＮＰＯ等

6,950

33 災害ボランティア活動等振興事業費
大規模災害発生時に組織化されたボランティアの迅速な派
遣・受入体制や要配慮者の支援体制をＮＰＯ等と協働し整備

NPO

2,200

34 「高齢者見守り隊」事業費
市町村社協を軸に地域のＮＰＯや住民と協働して様々な活
動主体が「新たなつながり」を構築し、地域住民のニーズに
対応した制度外サービスの提供

ＮＰＯ等

14,000

農林水産部 35 ふるさとの魚環境保全啓発事業費
河川環境保全の象徴であるサケの放流事業をＮＰＯ、市町
村等との協働により実施

NPO等

2,667

36
環境にやさしいウッドマイレージ認
証木材推進事業費

環境ＮＰＯと連携した府独自のウッドマイレージＣＯ２認証制
度の普及啓発をＮＰＯとの協働により実施

（特）京都地球温
暖化防止府民会
議 21,000

事   項    （事業名） 事   業   概   要 対　象 事業費

企画理事
（広域振興局）

37 丹後ＮＰＯ協働推進事業
・ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟｾﾝﾀｰ相談事業
・丹後ＮＰＯ協働推進事業

ＮＰＯ

1,300

府民労働部 38 NPO協働推進事業費 ・NPO協働推進会議の運営 NPO等

500

（ＮＰＯの行う事業への補助）

（ＮＰＯとの協働を進めるための事業）

（NPOとの事業共催、実行委員会等）



平成１８年度当初予算案主要事項説明
府民労働部
教育委員会
警 察 本部

子どもの安心・安全を守る総合対策事業費事業名

新規・継続の別 新規・継続予算額 ８０，０００千円

【趣 旨】

子どもを取り巻く社会状況が深刻化している中で、子どもの安全を守る環境を整備するととも
に、府民が安心して安全に暮らすことができるまちづくりの推進を図る。

【事業概要】
（単位：千円）

項 目 概 要 事 業 費 担当部局事業内容

子ども 地域安全 ・交番を中心として 全小学校区で ３６，０００ 府民労働部目 的 ▼ ・ 、 PTA
見守り隊活動事業費 やﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等からなる子ども・地域安対 象

全見守り隊を設置し その活動を支援方法等 、

地域ぐるみの学校 ・学校安全ボランティアの養成・研修▼

安 全 体 制 整 備 ・地域学校安全指導員 (ｽｸｰﾙｶﾞｰﾄﾞﾘｰ ２２，０００ 教育委員会
推 進 事 業 費 ﾀﾞｰ)による学校の巡回指導

・モデル地域の指定による実践的取組

地 域 防 犯 拠 点 ・地域防犯ボランティア等に対するサポ １５，０００▼

整 備 事 業 費 ート等のための防犯拠点の整備

地域安心 安全 ・地域住民・防犯関係ボランティア団 ２，０００ 警 察 本 部▼ 「 ・
ステーション モデル 体等の連携強化等」
事 業 費

防 犯 推 進 委 員 ・防犯推進委員の活動に必要な腕章等 ５，０００▼

活 動 強 化 費 の消耗品の配布等

合 計 ８０，０００

府民労働総務課 安心・安全まちづくり推進室 （直通）０７５－４１４－５０７９
保 健 体 育 課 健 康 安 全 教 育 推 進 室 （直通）０７５－４１４－５８７２担 当 課 ・ 係 名 課 ・ 係 電 話 番 号
警 察 本 部 交 通 企 画 課 （代表）０７５－４５１－９１１１ 内線５０２１

生 活 安 全 企 画 課 （代表）０７５－４５１－９１１１ 内線３０４１

府労－３



平成１８年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

事業名 子ども・地域安全見守り隊活動事業費

予算額 ３６，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

子どもを狙った犯罪が多発する中、地域住民による自主的な防犯

活動を支援し、子どもの安心・安全の確保を図る。

２ 内 容

「子ども 地域安全見守り隊」として活動する団体に対して、パ・

トロール等の活動に必要な資機材を提供

事業内容

目 的 対象団体 府内全小学校区(４４０学区)の防犯活動ボラ

対 象 ンティア団体

方法等

・腕章、帽子、ジャンパー等の防犯活動に必要

支援内容等 な資機材

・ボランティア保険

３ 活動の支援

交番を中心として 「子ども・地域安全見守り隊」の活動を支援、

０７５-４１４-５０７９担当課・係名 府民労働総務課 安心・安全まちづくり推進室 課 ・ 係 電 話 番 号

府労 －３－①



平成１８年度当初予算案主要事項説明

教育委員会

地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業費事 業 名

予 算 額 ２２，０００ 新規・継続の別 継 続千円

目 的 府内全ての小学校区において、家庭や地域の関係機関・団

体と連携しながら、学校安全ボランティアを活用した効果的

な安全体制を整備する。

所 要 額内 容 事 業 内 容

①学校安全ボランティア の養成・研修（スクールガード）

学校で巡回・警備等に従事する学校安全ボラ 1,000

ンティア（スクールガード）を養成するための

講習会を、府内10会場程度で開催。

事 業 内 容

②地域学校安全指導員 による学校（スクールガード・リーダー）

の巡回指導の実施

目 的 防犯の専門家や警察官ＯＢを地域安全学校Ì

指導員 として委嘱・配置し、（スクールガード・リーダー）

対 象 学校の巡回指導と評価及び学校安全ボランテ 19,000

ィア( )への指導を行う。スクールガード

„方 法 等

学校安全ボランティア( )による効果Ì スクールガード

的・継続的な安全体制の確保

③モデル地域の指定による実践的取組

府内市町村をモデル地域に指定。Ì

学校安全ボランティア( )等を活用し 2,000Ì スクールガード

て、地域社会全体で各種安全・防犯活動を展

開するなど、実践的な取組を支援。

計 22,000

担当課・係名 課・係 電話番号 075-414-5872保健体育課 健康安全教育推進室 指導係

府労－３－②



平成18年度当初予算案主要事項説明
警察本部

「地域安心・安全ステーション」モデル事業費事 業 名

予 算 額 ２，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣旨

「犯罪のない安心・安全なまちづくり」には、府民の自主防犯意識

の高揚と自主防犯活動の促進を図ることが必要不可欠である。

地域住民やボランティア団体等の防犯活動を組織化するため 「地、

域安心・安全ステーション」としてモデル地区を指定し、支援による

事業内容 防犯活動拠点、活動基盤の整備により、自主防犯活動の活性化、地域

目 的 防犯力の再生を図る。

対 象

方法等 ２ 事業内容

府内４地区
指定地区

（⑰継続２地区、⑱新規２地区【内１地区は子どもの保護、誘導支援 ）】

指定期間 １年

地域住民、防犯ボランティア等が、公民館、消

活動内容 防団拠点等を活用し、連携を図り、防犯パトロー

ル、子どもの登下校時における保護・誘導や防犯

広報啓発活動等を実施する。

(1)自主防犯活動を補助するための物的支援

広報啓発用の自転車・自動車プレート、リーフ
支援内容

レット、会場借上費

(2)安心して活動に従事できる環境整備

ボランティア保険(１地区50名)

３ 平成17年度指定地区（２地区）

北 区：柏 野地区～柏野安心安全まちづくり推進協議会

八幡市：美濃山地区～美濃山防犯パトロール隊

担当課・係名 課・係 電話番号 075-451-9111(3041)生活安全企画課・生活安全推進係

府労－３－③



平成１８年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

事業名 府民防犯旬間啓発活動費

予算額 ２，７００千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

府民一人ひとりの防犯意識の向上と、犯罪を発生させない環境づ

くりを推進するため、犯罪のない安心・安全なまちづくりの機運を

醸成する広報・啓発活動等を実施する。

２ 内 容

（千円）

事業内容

目 的 啓 発 時 期 内 容 予算額

対 象

方法等 ・ 府民防犯の日 ・旬間 ・大会、街頭啓発等「 」

７月 ・地域における防犯活動 ２，０４０（ ）

・全国地域安全運動の期 ・安心・安全まちづくり

間 月 京都大会の開催 ６６０（ ）10

合 計 ２，７００

※ 府民防犯の日 ７月１０日（京都府犯罪のない安心・安全なま

ちづくり条例第９条）

０７５-４１４-５０７９担当課・係名 府民労働総務課 安心・安全まちづくり推進室 課 ・ 係 電 話 番 号

府労 －４



平成１８年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

植 物 園 四 季 の 彩 り 事 業 費事業名

新規・継続予算額 新規・継続の別９，０００千円

１ 趣 旨

多くの府民に親しまれている府立植物園の持つ四季折々の魅力をさ

らにアップさせるため、春の桜のシーズンに夜間開園して桜のライト

アップを行い、府民の誰もが憩える場を提供する。

事業内容 ２ 事業概要

「桜林」のしだれ桜等をライトアップ目 的

・４月上旬（１週間程度）対 象

・開園時間を１７：００から２１：００まで延長方法等

・正門及び北山門の開門のほか、園西北周辺に臨時の

出入口を設置（行灯で通路照明）
あんどん

府民労働総務課 総務担当 075-414-4207担当課・係名 課 ・ 係 電 話 番 号

府労－５



平成１８年度当初予算案主要事項説明

府 民 労 働 部

国民文化祭に向けた京都文化力向上事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規５０，０００ 千円

１ 目 的

国民文化祭の京都開催に向け、気運の醸成と京都の文化力の向上を図るため

の取組を幅広く展開する。

（単位：千円）
事 業 内 容 ２ 内 容

目 的

対 象 事 業 内 容 事業費

方法等

多様な文化芸術の振興 「ほんまもん」の美術工芸に触れる展覧 14,800

・新たな文化創造 会の開催

・展覧会場でのプロによる府民向けレクチ（担当：芸術係）

ャー、アドバイス、ワークショップ開催等

多様な文化の次世代継 次世代に「ほんまもん」の舞台芸術の体 23,200

承と人間力の涵養 験の場を提供

、 、（担当：芸術係） ・プロによる次世代向け解説 レクチャー

舞台体験、バックステージやリハーサル

見学等の実施

・次世代を中心とした演劇等を府民やＮＰ

Ｏの参画により企画立案、開催

国民文化祭推進体制の 地域の文化芸術活動への支援 12,000

・市町村、文化団体による実行委員会等が確立、地域文化の活性

実施する地域密着、体験学習型舞台公演化 担当：企画係（ ）

（ ）への支援 公演後ワークショップ開催等

企画係 075-414-4217
担当課・係名 文化芸術室 課・係直通電話番号

芸術係 075-414-4222

府労－６



平成１８年度当初予算案主要事項説明

府 民 労 働 部

「京都文化会議2006」開催費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続１５，０００ 千円

１ 目 的

世界に開かれた文化の交流と結晶の場として２１世紀のいま、

その意義をさらに高めている京都に、内外からさまざまな文化を

事 業 内 容 担う人々を招き、こころをめぐるあり方を中心的なテーマに、広

く深い対話を通して、地球と人類文化の輝きを増す方途を探る。

目 的 （継続的に開催）

対 象

方法等 ２ 実施内容

こころをめぐるあり方を中心的なテーマにした国際会議の開催

・時期／平成１８年秋

・京都大学などと協力（共同）して実施

担当課・係名 文 化 芸 術 室 企 画 係 課・係直通電話番号 075-414-4217

府労－７



平成１８年度当初予算案主要事項説明

府 民 労 働 部

新たな文化マーケット創出事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続２，９２０ 千円

１ 目 的

京の文化振興プランにおいて、京都の文化を「地域や産業の活性化を推進する

力」となる『文化力』として捉え直し、府内の産業活性化や各地域の振興につな

げていく仕組みづくりに向け、そのための重点施策として 「作家・職人等の育、

成・支援」等の施策を推進する。事 業 内 容

目 的 ２ 内 容

対 象

若手の作家・職人等の育成・支援を図るため、京都文化博物館等を会場に作品方法等

▲

を自由に展示販売することのできる「アートフリーマーケット」の開催等

・ 美術関係団体、大学等との連携

・ 若手作家・職人等と鑑賞者（購買者）との出会いの場の創設 等

担当課・係名 文化芸術室 芸術係 課・係直通電話番号 075-414-4222

府労－８



平成１８年度当初予算案主要事項説明

府 民 労 働 部

京都文化博物館別館築１００周年記念事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規３，５００ 千円

１ 目 的

（ ）明治３９年６月に竣工した京都文化博物館別館 旧日本銀行京都支店

が平成１８年６月に築１００周年を迎える節目に当たり、文化博物館別

館に関連したテーマによる展示やイベントを開催することにより三条通

のランドマークとしての存在感を一層強めるとともに、別館を「顔」と事業内容

する京都文化博物館の活性化とさらなる振興に寄与する。

目 的

２ 内 容対 象

祇園祭」関連展示（山鉾及び懸装品）方法等 ・「

・ 日本銀行・明治建築」関連展示「

・別館と近隣等との連携イベント

担当課・係名 文化芸術室 総務係 課・係直通電話番号 075-414-4217

府労－９



平成１８年度当初予算主要事項
府民労働部

女性チャレンジ推進事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継続８，４００千円

１ 目 的

男女共同参画社会の実現に向けた施策として、再就職・キャリアアップや起業

ＮＰＯ活動など、女性のライフステージに応じたチャレンジを支援することによ

り、社会の様々な分野における女性の参画を促進するため、各種相談事業及びセ

ミナーを実施する。

２ 事業内容

事 項 名 内 容

事業内容 女性チャレンジネッ チャレンジしたい女性の幅広いニーズに対し、女性

ト整備事業費 のキャリアカウンセラーによる相談を実施する。

目 的 女性チャレンジ相談(女性チャレンジ相談)

▲

対 象 女性総合センター 毎週 火・土 9:00～17:00

・

方 法 等 ・北部地域巡回相談（年１２日）

京都府女性総合セン 女性が抱える様々な課題、悩みに対する各種相談を

ター相談事業費 実施する。

法律相談

▲

フェミニストカウンセリング

▲

女性労働相談

▲

ＫＹＯのあけぼの 起業や地域づくりなどの女性のチャレンジや男女共

大学開催費 同参画に関する各種セミナーを実施する。

地域講座

▲

子育て・両立支援講座

▲

女性のための起業セミナー

▲

地域おこしセミナー

▲

女性政策課 企画・推進担当 課・係直通電話番号 075-414-4291担当課・係名

府労 － １０



平成１８年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

事 業 名 ＫＹＯのあけぼの推進事業費

予 算 額 １６，０００千円 新規・継続の別 継 続

１ 目 的

誰もがお互いの個性や能力を生かしながら、自分らしく生きることので
きる男女共同参画社会の実現に向けての気運の醸成と、府民の理解促進を
図ることを目的としたフェスティバルの実施や、女性リーダーの養成とネ
ットワーク化による多様な地域活動の推進を図る女性の国内交流事業（研
修）を実施することにより、男女共同参画による豊かな地域社会づくりを
目指す。

２ 概 要
（１）ＫＹＯのあけぼのフェスティバル

事 業 内 容
・開催時期 平成１８年１０月中旬（２日間）

目 的 ・開催場所 京都府民総合交流プラザ
対 象 ・主 催 京都府、ＫＹＯのあけぼのフェスティバル実行委員会
方 法 等 ・参 加 者 約３，０００人

・内 容 式典（あけぼの賞表彰式 、ワークショップ）
講演・シンポジウム 等

女性顕彰事業（あけぼの賞）（２）

府内で活躍している特に功績の著しい女性（個人又はグループ）
をＫＹＯのあけぼのフェスティバル式典において表彰する。

（４名程度）

（３）女性国内交流研修事業（女性の船）

・実施時期 未定
・訪 問 先 未定
・対象・定員 府内在住の２０歳以上の女性（一般公募１００名）

女性政策課 企画・推進担当 直通電話番号 075-414-4292担当課・係名

府労 － １１



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

府民労働部・保健福祉部

事 業 名 ドメスティック・バイオレンス対策事業費

継続・一部新規
拡充予 算 額 17,450千円 新規･継続の別

１ 趣 旨

平成１７年度策定予定のＤＶ基本計画に基づき、ＤＶ防止センターの

機能を引き続き強化するとともに、市町村の相談機能の向上を図り、関

係機関の連携、協力のもと被害者の自立支援を推進する。

２ 事業概要

事業内容

夜間・休日相談の窓口設置Ì

目 的 婦人相談員の配置・研修（二次被害防止）Ì

対 象 市町村相談員等に対する研修
相談窓口の強化

Ì

方法等 ＤＶ専用電話相談の実施（女性総合センター）Ì

専門的指導の確保 心理療法士によるカウンセリングÌ

一時保護委託先の確保（母子生活支援施設等）Ì

保育士の配置（同伴児対策）一時保護機能強化 Ì

（拡 充） 民間シェルターと連携・協力した被害者支援のÌ

充実〈新規〉

通訳の派遣（外国人被害者への対応）Ì

診断書料の給付（保護命令申立て、就職時の健Ì

康診断等）
被害者の自立支援

自立支援グループワークの実施Ì

被害者支援ネットワーク（一時保護所退所先のÌ

協 力 機 関 の 確保・迅速な広域連携）

連 携 ・ 協 力 福祉施策の円滑な適用（生活保護等）Ì

ＤＶセンター機能の広報啓発Ì

啓 発 ＤＶ啓発カードの作成・設置〈新規〉Ì
啓発講座（拡 充） Ì

女性政策課 企画・推進担当 075-414-4291
課・係 電話番号担当課・係名

こども未来室 家庭支援担当 075-414-4582

府労－１２



平成１８年度当初予算案主要事項説明

府民労働部・保健福祉部

事 業 名 青少年の社会的ひきこもり支援事業費

予 算 額 １２，４００千円 新規・継続の別 新規・継続

１ 趣 旨
社会問題化している青少年の「社会的ひきこもり」について、行政

機関と民間支援団体が協働・連携し、ひきこもり当事者の自立と社会
参加を促進するとともに、当事者を支える家族の負担を軽減し、家族
の「安心と安らぎ」を確保する。

２ 事業概要

項 目 内 容

青少年の社会的ひ ・ ＮＰＯ等民間支援団体と行政関係機関等との連携・

きこもり支援ネッ 協働や情報共有化の基盤づくりを目的とする支援ネッ

トワーク推進事業 トワーク推進会議の運営等事 業 内 容

ひきこもり専門相 ・ 精神保健福祉総合センターに「ひきこもり相談支援

談窓口設置事業 センター」を設置目 的
（拡充） ・ 家族教室の実施（拡充）対 象

方 法 等
、ひきこもり支援サ ・ 社会的ひきこもりの青少年やその家族に対して相談

ポーター育成事業 支援等を行うボランティアとして「ひきこもり支援サ

ポーター」を養成

ジョブトレーニン ・ 就労意欲や対人関係能力を向上させるため、ジョブ

グ支援事業 コーチ等を活用した就労体験活動を実施

ひきこもり支援職 ・ 事業主のひきこもりへの理解促進を図り、受入事業

親事業（新規） 所の開拓を行う京都の特色を活かした「職親制度」づ

くり

社会体験活動支援 ・ 自立・社会参加の意欲・能力を養うため、長期の自

事業（拡充） 然体験や生活体験活動を実施

：075-414-4301青少年課 企画・育成担当 青 少 年 課
課・係 電話番号担当課・係名

：075-414-4732精神・社会参加室 精神・社会参加担当 精神・社会参加室

府 労－１３



平成１８年度当初予算案主要事項説明

府 民 労 働 部

事 業 名 青少年すこやか支援地域ネットワーク事業費

予 算 額 新規・継続の別 継 続５，８００千円

１ 趣 旨

非行等の問題を抱える青少年に立ち直る機会を提供するため、地域

の青少年団体等と連携・協力し、継続的活動の場（＝居場所）をつく

るモデル事業を実施する。

２ 事業概要

事 業 内 容 項 目 内 容

目 的 地域ネットワーク ・関係行政機関・団体が連携して対応できるよ

対 象 推進会議の運営 う推進会議を設置・運営

方 法 等

体験活動コーディ ・青少年を受け入れる活動団体の開拓や青少年

ネーターの設置 の継続的参加を支援する体験活動コーディネ

ーターを設置

保護者ネットワー ・フォーラムやセミナーの開催を通して、保護

クの構築 者のネットワーク構築を支援

青少年課企画・育成担当 課・係 電話番号 075-414-4301担当課・係名

府 労－１４



平成１８年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

＜就業支援対策の推進＞

若年者就業総合支援事業費事 業 名

予 算 額 ５３，５００ 千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

依然として厳しい就業環境にある若年求職者（概ね30歳まで）に加

え、京都中・北部地域へのＵターン希望者等に対する就職を支援する

ため、若年者就業支援センター及び北部センター(サテライト)を運営

する。

また 「若年者ワークフェア・京都」等を開催し、就業機会の確保を、

事 業 内 容 行うことにより、若年者の就業を総合的に支援する。

２ 事業内容

目 的

新規・継続 雇用見込人数対 象 事 業 名 事業費

千円 人方 法 等
若年者就業支援 事業費 継続 1,650ワンストップサービス 49,000

若年者就業支援センター事業費 継続 46,000 1,500

若年者就業支援センター 継続 3,000 150

北部センター事業費

「若年者 ・京都」等開催費 4,500 200ワークフェア 継続

合 計 53,500 1,850

担当課・係名 庁内電話番号 075-414-5095雇用対策プロジェクト 就業支援チーム

府労 －１５



平成１８年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

＜就業支援対策の推進＞

若年者就業支援ワンストップサービス事業費事 業 名

予 算 額 ４９，０００ 千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

厳しい就業環境にある若年者（概ね30歳まで）を対象に、京都経
営者協会と連携し、情報提供・相談からキャリアアップ、職業紹介
までを一貫して行うワンストップサービスを提供する。

２ 設置箇所
・若年者就業支援センター：京都市内（京都テルサ内）
・ 同 北部センター：福知山市内（ＪＲ福知山駅前）

事 業 内 容 ３ 事業内容

目 的 相 談・ ・キャリアカウンセリング
情報提供 ・企業説明会（面接会 、企業採用情報の提供 等）

対 象
研 修 等 ・就職支援セミナー（２日間：毎週）

方 法 等 ・ミニセミナー（半日単位：ほぼ毎日）の開催 等

職業紹介 ・独自求人開拓を基にした無料職業紹介の実施
・就職後の職場定着相談

(注) 事業は、国のジョブカフェモデル事業を活用し、上記事業に加え、キ
ャリアアップ研修等を実施予定

４ 雇用見込人数
実雇用 １，６５０人

（ 参 考 ） 若年者就業支援センター利用状況（H15.8～H17.12末）

利用者数 延べ61,862人
来所者数 35,149人
ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟ研修受講者数 15,772人
出張ｾﾐﾅｰ、巡回相談利用者数 5,166人
企業説明会等参加者数 5,528人
ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ・職場体験人数 247人

就職内定者数 2,804人

担当課・係名 075-414-5095雇用対策プロジェクト 就業支援チーム 課・係 電話番号

府労 －１５－①



平成１８年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

＜就業支援対策の推進＞

｢若年者ワークフェア・京都」等開催費事 業 名

予 算 額 ４，５００ 千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

若年者の就業支援を図るため、従来の新規学卒者等を対象とした就職
面接会に加え、国のジョブカフェ事業も活用し、新たに学卒未就職者や
フリーター等を対象とした総合的な就業支援フェアを開催する。

２ 事業概要

区分 ｢若年者ワークフェア・京都｣ 新規学卒者等就職面接会

事 業 内 容 対象 学生及び概ね３０歳未満の学卒 大学、短大、専修学校等新規卒
者 未就職者、早期離職者、フリー 業予定者等

ター 等
目 的

回数 １ 回 ３ 回
対 象

内容 ①企業説明会・就職面接会 ①就職面接会
方 法 等 ②Ｕターン、福祉職場等各種就 ②Ｕターン相談コーナー

職相談コーナー ③福祉職場への就職相談コーナー
農林水産業新規就業相談コーナー③就職支援シンポジウム ④

④キャリアアップ相談コーナー 等
キャリアカウンセリングコーナー⑤

⑥インターンシップ相談コーナー
⑦民間就職支援会社相談コーナー
⑧その他各種情報提供 等

(注)事業は国のジョブカフェ事業も
活用して実施

３ 雇用見込人数
実雇用 ２００人

「若年者ワークフェア・京都」等開催実績（参考）⑰
開 催 日 6/22 11/24 <今後の開催計画>
参加企業 156 97 第３回目（芸術系合同説明
参加学生 763 704 会)を３月１日(水)に開催
就職件数 62 予定調査中

担当課・係名 庁内電話番号 075-414-5095雇用対策プロジェクト 就業支援チーム

府労 －１５－②



平成１８年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

＜就業支援対策の推進＞

中高年齢者再就職支援事業費事 業 名

予 算 額 ３，０００ 千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

事 業 内 容 厳しい雇用失業情勢におかれている中高年齢離職者等を対象に、京都

経営者協会等と連携し、就職面接会を開催し、再就職の支援を図る。

目 的

２ 事業内容

対 象

取組内容 実 施 内 容

中高年齢離職者を対象とした再就職面接方 法 等
就 職 面 接 会

会を年４回実施（南部３回、北部１回）

３ 雇用見込人数

実雇用 １００人

担当課・係名 075-414-5095雇用対策プロジェクト 就業支援チーム 課・係 電話番号

府労 －１６



平成１８年度当初予算案主要事項説明

総務部・府民労働部

＜就業支援対策の推進＞

Ｕターンセンター事業費事 業 名

新規・継続の別 一部新規予 算 額 ５，０００ 千円

１ 趣 旨

「府北部地域に帰りたい、帰って働きたい」という若年者等を対象

に 『 中丹・丹後）Ｕターンセンター』や『若年者就業支援センター、（

北部センター』において、地元企業の求人情報の提供や相談等を行う

とともに、新たに東京事務所において、府内企業の採用情報等の提供

等を行う。

事 業 内 容
２ 事業内容

○ 府北部へのＵターン希望者に対する地元企業情報の提供やＵターン
フェア等面接会の開催等を行う。

○ 府東京事務所において、新たに、首都圏在住で京都府へのＵ・Ｉタ目 的
ーン希望者に対して、Ｕターンセンター等と連携し、府内企業の採用
情報の提供等を行う。対 象

方法等

３ 雇用見込人数

実雇用 ３００人

075-414-4411財政課 総務担当
担当課・係名 直通電話番号

075-414-5095雇用対策プロジェクト就業支援チーム

府労 ― １７



平 成 １８ 年 度 当 初 予 算 案 主 要 事 項 説 明

府 民 労 働 部

＜就業支援対策の推進＞

障害者の自立・就労支援事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新規・継続３０，１８３ 千円

１ 目 的
障害者校以外の府立高等技術専門校と障害者就業・支援センターが連携し

て、一体的に知的障害者等を対象に生活 就労相談から職業訓練 就職 職場定着・ 、 、
まできめ細かく自立・就労支援を行う。

２ 事業内容
事業内容

◆職業訓練
京都高等技術専門校及び福知山高等技術専門校の施設内において、障害者

対象職業訓練を実施する。

コース名 定員 期 間

目 的 ＯＡビジネス科
１０名×２ ６月 (700 )京都高等技術専門校 時間

(身体障害者対象)対 象
方 法 等 販売実務科

１０名 12月(1,200 )福知山高等技術専門校 時間
(知的障害者対象)

◆生活・就労相談から訓練・就職・職場定着までの一体的な支援体制の整備

配置人員

△

・職業生活自立支援員
・障害者職業訓練アドバイザー
・訓練指導員等

業務内容

△

・障害者の就職・職場適応支援及び企業に対する職場環境改善等の助言・
援助

・訓練コースの設定・運営
・職業訓練の実施及び受講生への就職等支援

3 雇用見込み人数

実雇用 ４０人

能 力 開 発 課 指 導 係 ０７５－４１４－５１０５
担当課・係名 課・係 電話番号

雇用対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 就業支援ﾁｰﾑ ０７５－４１４－５０９５

府労 －１８



平 成 １８ 年 度 当 初 予 算 案 主 要 事 項 説 明

府 民 労 働 部

事 業 名

離職者等再就職訓練事業費

２２１，０００ 千円 継 続予 算 額 新規・継続の別

事業内容 1 目 的
再就職に効果的な短期職業訓練を実施することにより、離職者等の再就職の

促進を図るとともに、企業の人材ニーズ、労働者の能力水準等に応じた多様な
職業能力開発機会の整備・拡大を図る。
また、専門就職指導員による就職指導を行い、訓練受講者の早期再就職を支

援する。
目 的

2 事業内容
対 象

方 法 等 ◆離職者向け短期職業訓練（２０１，０００千円）
大学等の高等教育機関を活用した訓練を始め、多様な短期職業訓練を実施

し、離職者の再就職を促進する。
● 短期職業訓練

定員 訓 練 科 目コース
３ 65 ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ 実用ﾋﾞｼﾞﾈｽ英語 等大学等委託訓練

情報通信関連 17 Ｏ Ａ シ ス テ ム ビ ジ ネ ス Ｉ Ｔ 等353
就 職 促 進 ３ 医療・介護保険事務45

２ 介 護 サ ー ビ ス座学実習組合せ 60
6 医療・介護保険事務 Webクリエータ 等母子家庭の母等向けコース 26
13 264 W e b ｸ ﾘ ｴ ｰ ﾀ 介護サービス実践 等若年者向けコース
10 89 医療・介護保険事務 清 掃 実 務 等障害者向けコース

計 54 902 (南部 コース703人,北部 コース 人)40 14 199

実 施 機 関 京都・福知山・城陽障害者高等技術専門校 ３校

● 就職支援事業
・母子家庭の母等に対する就職支援セミナー 2コース 50人
・就職基礎能力速成講座 15コース 300人

雇用見込み人数 実雇用 ６３３人

◆専門就職指導員の設置（ ２０，０００千円）
離職者向け短期職業訓練を実施する京都高等技術専門校及び福知山高等技

術専門校に就職指導員を配置し、当該訓練受講者に対し就職指導を行う。

・配置人員：８名（京都校６名 福知山校２名）
・採用予定者：民間企業離職者で人事担当経験者等
・採用期間：平成１８年４月～平成１９年３月
雇用見込み人数 ８人 （実雇用）

担当課・係名 能 力 開 発 課 指 導 係 課・係電話番号 ０７５－４１４－５１０５

府労 － １９



平成18年度当初予算案

主要事項説明資料

【雇用対策事業費】

共 通



平成１８年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

雇 用 対 策 事 業 費事 業 名

予 算 額 ９,６５２,２６１ 千円 新規・継続の別 新規・継続

１ 趣 旨

少子・高齢化社会の進展等、就業構造が大きく変化する中で、依然

として厳しい若年者の雇用問題や団塊の世代の大量離職といった課題

等に対応するため、平成１７年１２月に策定した「新京都府雇用創出

・就業支援計画」に基づき、引き続き、雇用の創出・拡大及び若年者

や高年齢者、女性等の就業支援対策の推進を図る。

事 業 内 容 また、依然として厳しい中高年齢者等の雇用の下支えを図るため、

自然環境の保全や産業振興など、地域の実情も踏まえつつ、雇用創出

効果の高い緊急雇用対策関連事業を実施する。

２ 事業概要

（単位：千円、人）

実雇用見込人数目 的 事 業 区 分 事 業 費

雇 用 の 創 出 ・ 拡 大 ３,４２９,６４７ １,４７７
対 象

方 法 等

就 業 支 援 対 策 の 推 進 ８００,０３７ ３,９８２

緊 急 雇 用 対 策 ５,４２２,５７７ ２,４２７

合 計 ９,６５２,２６１ ７,８８６

※各種助成金の効果的な活用などにより、雇用に結びつけていく分を含め、

トータルで平成１８年度は約11,000人規模の雇用創出を見込む。

担当課・係名 雇用対策プロジェクト雇用促進チーム 075-414-5094課･係 電話番号



（単位：千円、人）

頁 事　業　費
実 雇 用
見込人数

担当部局

1 26,000 － 企画環境部

2 14,200 182 保健福祉部

3 12,500 25 保健福祉部

4 750,000 商 　工 　部

5 2,500,000 商 　工 　部

6 4,080 12 農林水産部

7 53,500 1,850 府民労働部

8 若年者就業支援ワンストップサービス事業費 (49,000) (1,650)

9 「若年者ワークフェア・京都」等開催費 (4,500) (200)

10 12,400 -
府民労働部
保健福祉部

11 3,000 100 府民労働部

12 221,000 641 府民労働部

13 1,900 97 府民労働部

14 11,500 100 府民労働部

15 30,183 40 府民労働部

16 5,000 300
総　務　部
府民労働部

3 4,000 10 保健福祉部

17 15,900 2 保健福祉部

18 25,223 26 農林水産部

19 108,600 80
商 　工 　部
教育委員会

20 98,720 155 農林水産部

21 56,000 17 農林水産部

22 209,412 56 農林水産部

23 86,397 43 農林水産部

24 9,400 15 農林水産部

25 10,000 10 農林水産部

26 21,000 8 農林水産部

27 8,500 20 農林水産部

28 2,089 3 農林水産部

29 77,746 133 農林水産部

100,000 93 土木建築部

30,000 12 土木建築部

10,000 6 土木建築部

31 500,000 115 土木建築部

32 3,000,000 495
土木建築部
警察本部
教育委員会

33 768,964 726 教育委員会

34 95,749 274 教育委員会

35 220,000 100 教育委員会

（注）事業については、主要な事業を記載。

<緑の公共事業費>緑の公共担い手育成事業費

<緑の公共事業費>京都・文化の森づくり事業費

ＩＴ活用障害者就労支援事業費

事　業　区　分

「 雇 用 対 策 事 業 費 」 主 要 事 業 一 覧

651
京都産業立地戦略２１特別対策事業費補助金

雇用のための企業立地促進特別対策費

「ゆめこうば」支援事業費

けいはんな新産業フロンティア創出事業費

高齢者地域活性化推進事業費

若年者就業総合支援事業費

女性チャレンジネット整備事業費

障害者就職促進対策費

<緑の公共事業費>いのちと環境の森づくり事業費

<緑の公共事業費>クマ剥ぎ被害緊急対策事業費

<緑の公共事業費>安心・安全の森整備事業費
　　　　　　　　(公共治山事業)

<緑の公共事業費>環境に優しいウッドマイレージ認証木材普及事業費

<緑の公共事業費>松くい虫等防除関連事業費

匠の公共事業費

臨時生活関連施設整備費

<緑の公共事業費>ナラ枯れ被害対策事業費

<緑の公共事業費>人と野生鳥獣の共生の森づくり事業費

<緑の公共事業費>緑の河川復活事業費

<緑の公共事業費>緑の渓流復活事業費

小学校低学年指導充実費

特別支援教育充実事業費

<緑の公共事業費>緑の散策道等再生事業費

全中学１年生英数少人数教育実施費

緊急生活道路小規模改良事業費

ふるさとのあすをひらく新規就業支援事業費

青少年の社会的ひきこもり支援事業費

中高年齢者再就職支援事業費

「ゆめこうば」支援事業　（就労訓練支援事業）

30

事　　　　　　業　　　　　　名

障害者の自立・就労支援事業費

Ｕターンセンター事業費

<緑の公共事業費>風倒木被害森林緊急再生事業費
　　　　　　　　(公共造林事業)

雇用の創出・拡大

緊急雇用対策

就業支援対策の推進

<緑の公共事業費>災害に強い森づくり事業費

離職者等再就職訓練事業費



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

企画環境部

事 業 名 ＜雇用の創出・拡大＞

けいはんな新産業フロンティア創出事業費

予 算 額 ２６，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 目 的

学研都市に集積する研究開発資源を活用した中小・ベンチャー企業に

よる新産業創出のための事業化プロジェクトを支援し、京都府内の産業

振興、産業経済の発展を図る。

２ 事業内容事 業 内 容

支援対象者 京都府内に本社又は学研都市に研究所を置く中小企業等

目 的 支 援 対 象 ○学研都市に立地する大学、研究所、企業等の文化学術

研究の成果を活用した事業化

対 象 ○学研都市に立地する大学、公的研究所等と連携した取

組

方 法 等 ○知的クラスター創成事業の「ヒューマンエルキューブ

分野」に関連するテーマ等

支 援 内 容 ○１グループに対し、対象事業費の２／３以内で、３か

年・１５，０００千円を上限に支援

○１６・１７年度に採択した事業（６件）を継続支援

担当課・係名 文化学術研究都市推進室企画係 課・係 電話番号 075-414-5194

共通－１



平成１８年度当初予算案主要事項説明

保健福祉部

＜雇用の創出・拡大＞

高 齢 者 地 域 活 性 化 推 進 事 業 費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続１４，２００ 千円

１ 趣 旨

高齢者地域活性化推進計画を推進するため、高齢者が豊かな知識と経験を

活かし、自主的なグループ活動により、仕事おこしの活動を支援する。

２ 事業内容

事 業 内 容 ① 高齢者の自主的グル－プ活動支援

（ 、 ） 、Ì 高齢者が地域の活動資源 遊休施設・空き店舗 人材等 を活かして

目 的 自主的活動により地域を元気にする取組で、当該活動が高齢者の自主的

対 象 活動グループの仕事おこしに繋がる活動を支援する事業。

方 法 等

仕 事 お こ し

補 助 額 １，０００千円以内

補 助 期 間 ２年

負 担 区 分 府１／２、市町村１／２

補助対象経費 人件費、食糧費を除く活動経費

② 生きがいワーカーズ支援モデル事業

都市部のサラリーマンＯＢを対象に、仕事おこしにつながる高齢者のÌ

掘り起こしと事業化へのサポートを実施

③ 情報・交流の中央拠点運営

（財）京都ＳＫＹセンターにおいて、情報の集約・発信、人材育成等Ì

を実施

３ 雇用見込人数

実雇用 １８２人

担当室・担当名 高齢・援護室 高齢者福祉担当 075-414-4568課・係 電話番号

共通－２



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

＜雇用の創出・拡大＞ ＜就業支援対策の推進＞
「 ゆ め こ う ば 」 支 援 事 業 費事 業 名

１６，５００千円 継 続予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

障害者の職業能力を開発し、福祉的就労から一般就労への移行を促すために、施設（授産施

設・小規模通所授産施設）入所・通所者を対象に就労訓練及び企業実習を実施する。

また、就労意欲がある障害者５名程度のグループ（ゆめこうば）を単位とし、新たに仕事を

開拓し、グループを独立事業部門とする新たな事業体を設立することにより、障害者雇用の促

事 業 内 容 進を図り、法定雇用率の早期達成を目指す。

目 的

２ 事 業 概 要対 象

方 法 等 (1) 就労訓練支援事業

事業内容 施設に在籍しながら、直接就業につながる就労訓練・企業実習を行う。

事業主体 社会福祉法人（府内３ブロック）

補助対象 就労訓練（２ヶ月）、企業実習立会

補 助 率 府 10/10（訓練は定額）

事 業 例 販売実務、給食配膳等

⑱予算額 ４，０００千円

(2) ゆめこうば支援事業

① ジョブパートナーを配置した就労意欲のある５名程度のグループ（ゆめ

こうば）を単位とし、新たに仕事を開拓する。

事業内容 ↓

② 上記グループを独立事業部門とする新たな事業体を設立。法定雇用率達

成事業所への早期移行を目指す。

事業主体 新たな事業体（授産施設、共同作業所等がバックアップ）

補助対象 ジョブパートナーの人件費

補 助 率 府１／２ 市町村１／２

事 業 例 喫茶、物流管理、ビルメンテ等

⑱予算額 １２，５００千円

３ 雇用見込人数

(1) 就労訓練支援事業 実雇用 １０人

(2) ゆめこうば支援事業 実雇用 ２５人

担当課・係名 精神・社会参加室 精神･社会参加担当 課･係 電話番号 075-414-4603

共通－３



平成１８年度 当初予算案主要事項説明
商 工 部

＜雇用の創出・拡大＞事 業 名
京都産業立地戦略２１特別対策事業費補助金

７５０，０００千円 継 続予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

雇用の確保と地域経済の活性化を図るため 「雇用創出のための企業立、

地・育成条例（略称 」に基づく税の特例措置や「雇用のための企業立地）

促進融資制度」による低利融資制度と併せた本補助制度の効果的な活用

により、府内のそれぞれの地域の立地条件や地域特性に応じた戦略的な

企業誘致を推進する。

２ 事業内容

①京都産業立地戦略２１特別対策事業費補助金（企業向け）

■制度概要

中北部・木津川右岸地域 京都市周辺・学研都市地域 京 都 市対象地域

製造業、情報関連産業等 ＩＴ、ゲノム関連等先端産業対象業種

事 業 内 容 限 度 額 ５億円(10億円、20億円 ２億円 １億円

(地元雇用者100人以内 (8億円、4億円) (4億円、2億円)

目 的 の場合2.3億円)

対 象 必要要件 ・用地面積 ０．３ｈａ以上

方法等 ・投下固定資産額等 ３億円以上（京都市は必須） 又は、 地元雇用者( )工場の場合

数 １０人以上

②市町村企業立地基盤整備事業費補助金（市町村向け）

対象地域 中北部地域・木津川右岸地域

対象業種 企業立地に関連する道路等の基盤整備事業（１／２を補助）

5ha未満 5,000万円

限 度 額 工場用地面積 5ha以上10ha未満 1億円

10ha以上 1億5,000万円

３ 雇用見込人数
実雇用 ６５１人

企業立地推進室 075-414-4848担当課・係名 課・係 電話番号

共通－４



平成１８年度 当初予算案主要事項説明
商 工 部

事 業 名 ＜雇用の創出・拡大＞

雇用のための企業立地促進特別対策費

２，５００，０００千円 継 続予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

府又は市町村の誘致を受けて府内に立地する企業に対し、立地に

必要な資金を低利・長期固定金利で融資する制度を実施し、もって

雇用の安定・創出と地域経済の活性化を図る。

２ 融資制度概要

雇用のための企業立地促進融資制度名 称

「京都産業立地戦略21特別対策事業費補助金」の対象となる企業事 業 内 容

対 象 （例：製造業）

用地面積3,000平方㍍以上で、投下固定資産額３億円以目 的

対 象 上又は地元雇用者数１０人以上

方法等

◆１．５％（固定１０年間）

利 率 ◆特に雇用創出効果の高い企業には、特別金利１．０％（固

定10年間）を適用

（地元雇用者５人又は１０人以上で府内総雇用者数が増加するもの）

※１１年目以降は、金融機関の長期最優遇変動金利

限度額 原則２０億円

（土地、建物、設備等企業立地に必要な経費の９０％以内）

２０年以内（３年以内の据置可）融資期間

平成18年度までに補助金の事業所指定を受ける企業を対象適用期間

雇用見込人数

実雇用 ６５１人（再掲）

金融・組合室 金融担当 075-414-4822担当課・係名 課･係 電話番号

共通－５



平成１８年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

＜雇用の創出・拡大＞
事 業 名

（緑の公共事業費）緑の公共担い手育成事業費

予 算 額 ４，０８０千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

林業労働者の高齢化等により担い手が年々減少している中で、

新たな林業労働者の育成と地域での定着を促進するため、林業へ

の本格的な就業を希望する者を対象に、技術習得のための実地研

修を行い、即戦力となる担い手を養成する。

２ 事業概要

森林整備の実地研修

・ 対象人数 １２人

・ 研修期間 １００日間事業内容

・ 研修方法 ２人の指導員が研修生５人を指導

・ 研修場所 府有林、公社造林地 ほか目 的

対 象

方 法 等

３ 実施方法

(財)京都府林業労働支援センターへの委託

４ 雇用見込人数

実雇用 １２人

担当課・係名 林務課計画指導担当 課･係 電話番号 075-414-5002

共通－６



平成１８年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

＜就業支援対策の推進＞

若年者就業総合支援事業費事 業 名

予 算 額 ５３，５００ 千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

依然として厳しい就業環境にある若年求職者（概ね30歳まで）に加

え、京都中・北部地域へのＵターン希望者等に対する就職を支援する

、『 』 『 （ ）』ため 若年者就業支援センター 及び 北部センター サテライト

を運営する。

また 「若年者ワークフェア・京都」等を開催し、就業機会の確保を、

事 業 内 容 行うことにより、若年者の就業を総合的に支援する。

２ 事業内容

目 的

新規・継続 雇用見込人数対 象 事 業 名 事業費

千円 人方 法 等
若年者就業支援 事業費 継続 1,650ワンストップサービス 49,000

若年者就業支援センター事業費 継続 46,000 1,500

若年者就業支援センター 継続 3,000 150

北部センター事業費

「若年者 ・京都」等開催費 4,500 200ワークフェア 継続

合 計 53,500 1,850

担当課・係名 課・係 電話番号 075-414-5095雇用対策プロジェクト 就業支援チーム

共通 － ７



平成１８年度当初予算案主要事項説明
府民労働部

＜就業支援対策の推進＞

若年者就業支援ワンストップサービス事業費事 業 名

予 算 額 ４９，０００ 千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

依然として厳しい就業環境にある若年者（概ね30歳まで）を対象
、 、 、に 京都経営者協会と連携し 情報提供・相談からキャリアアップ

職業紹介までを一貫して行うワンストップサービスを提供する。

２ 設置箇所
・若年者就業支援センター：京都市内（京都テルサ内）
・ 同 北部センター：福知山市内（ＪＲ福知山駅前）

事 業 内 容 ３ 事業内容

目 的 相 談・ ・キャリアカウンセリング
情報提供 ・企業説明会（面接会 、企業採用情報の提供 等）

対 象
研 修 等 ・就職支援セミナー（２日間：毎週）

方 法 等 ・ミニセミナー（半日単位：ほぼ毎日）の開催 等

職業紹介 ・独自求人開拓を基にした無料職業紹介の実施
・就職後の職場定着相談

(注) 事業は、国のジョブカフェモデル事業を活用し、上記事業に加え、
キャリアアップ研修等を実施予定。

４ 雇用見込人数
実雇用 １，６５０人

（ 参 考 ） 若年者就業支援センター利用状況（H15.8～H17.12末）

利用者数 延べ61,862人
来所者数 35,149人
ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟ研修受講者数 15,772人
出張ｾﾐﾅｰ、巡回相談利用者数 5,166人
企業説明会等参加者数 5,528人
ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ・職場体験人数 247人

就職内定者数 2,804人

担当課・係名 075-414-5095雇用対策プロジェクト 就業支援チーム 課・係 電話番号

共通 － ８



平成１８年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

＜就業支援対策の推進＞

｢若年者ワークフェア・京都」等開催費事 業 名

予 算 額 ４，５００ 千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

若年者の就業支援を図るため、学卒未就職者やフリーター等を対象と
した就業支援フェアや新規学卒者等就職面接会を開催する。

２ 事業概要

区分 ｢若年者ワークフェア・京都｣ 新規学卒者等就職面接会

対象 学生及び概ね３０歳未満の学卒 大学、短大、専修学校等新規卒
事 業 内 容 者 未就職者、早期離職者、フリー 業予定者等

ター 等

目 的 回数 １ 回 ３ 回

対 象 内容 ①企業説明会・就職面接会 ①就職面接会や合同企業説明会
②Ｕターン、福祉職場等各種就 ②Ｕターン相談コーナー

方 法 等 職相談コーナー ③福祉職場への就職相談コーナー
農林水産業新規就業相談コーナー③キャリアアップ相談コーナー ④

④ 等キャリアカウンセリングコーナー
⑤インターンシップ相談コーナー
⑥民間就職支援会社相談コーナー

等

(注)事業は国のジョブカフェ事
業も活用して実施。

３ 雇用見込人数
実雇用 ２００人

「若年者ワークフェア・京都」等開催実績（参考）⑰
開 催 日 6/22 11/24 <今後の開催計画>
参加企業 156 97 第３回目（芸術系合同説明
参加学生 763 704 会)を３月１日(水)に開催
就職件数 62 調査中 予定。

担当課・係名 課・係 電話番号 075-414-5095雇用対策プロジェクト 就業支援チーム

共通 － ９



平成１８年度当初予算案主要事項説明

府民労働部・保健福祉部

＜就業支援対策の推進＞事 業 名
青少年の社会的ひきこもり支援事業費

予 算 額 １２，４００千円 新規・継続の別 新規・継続

１ 趣 旨
社会問題化している青少年の「社会的ひきこもり」について、行政

機関と民間支援団体が協働・連携し、ひきこもり当事者の自立と社会
参加を促進するとともに、当事者を支える家族の負担を軽減し、家族
の「安心と安らぎ」を確保する。

２ 事業概要

項 目 内 容

青少年の社会的ひ ・ ＮＰＯ等民間支援団体と行政関係機関等との連携・

きこもり支援ネッ 協働や情報共有化の基盤づくりを目的とする支援ネッ

トワーク推進事業 トワーク推進会議の運営等事 業 内 容

ひきこもり専門相 ・ 精神保健福祉総合センターに「ひきこもり相談支援

談窓口設置事業 センター」を設置目 的
（拡充） ・ 家族教室の実施（拡充）対 象

方 法 等
、ひきこもり支援サ ・ 社会的ひきこもりの青少年やその家族に対して相談

ポーター育成事業 支援等を行うボランティアとして「ひきこもり支援サ

ポーター」を養成

ジョブトレーニン ・ 就労意欲や対人関係能力を向上させるため、ジョブ

グ支援事業 コーチ等を活用した就労体験活動を実施

ひきこもり支援職 ・ 事業主のひきこもりへの理解促進を図り、受入事業

親事業（新規） 所の開拓を行う京都の特色を活かした「職親制度」づ

くり

社会体験活動支援 ・ 自立・社会参加の意欲・能力を養うため、長期の自

事業（拡充） 然体験や生活体験活動を実施

：075-414-4301青少年課 企画・育成担当 青 少 年 課
課・係 電話番号担当課・係名

：075-414-4732精神・社会参加室 精神・社会参加担当 精神・社会参加室

共通－１０



平成１８年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

＜ ＞就業支援対策の推進

中高年齢者再就職支援事業費事 業 名

予 算 額 ３，０００ 千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

事 業 内 容 厳しい雇用失業情勢におかれている中高年齢離職者を対象に、京都

経営者協会等と連携し、就職面接会を開催し、再就職の支援を図る。

目 的

２ 事業内容

対 象

取組内容 実 施 内 容

中高年 離職者を対象とした再就職面接方 法 等 齢
就 職 面 接 会

会を年４回実施（南部３回、北部１回）

３ 雇用見込人数

実雇用 １００人

担当課・係名 075-414-5095雇用対策プロジェクト 就業支援チーム 課・係 電話番号

共通 － １１



平 成 １８ 年 度 当 初 予 算 案 主 要 事 項 説 明

府 民 労 働 部

＜ ＞就業支援対策の推進
事 業 名

離職者等再就職訓練事業費

２２１，０００ 千円 継 続予 算 額 新規・継続の別

事業内容 １ 目 的
再就職に効果的な短期職業訓練を実施することにより、離職者等の再就職の

促進を図るとともに、企業の人材ニーズ、労働者の能力水準等に応じた多様な
職業能力開発機会の整備・拡大を図る。
また、専門就職指導員による就職指導を行い、訓練受講者の早期再就職を支

援する。
目 的

２ 事業内容
対 象

方 法 等 ◆離職者向け短期職業訓練（２０１，０００千円）
大学等の高等教育機関を活用した訓練を始め、多様な短期職業訓練を実施

し、離職者の再就職を促進する。
● 短期職業訓練

定員 訓 練 科 目コース
３ 65 ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ 実用ﾋﾞｼﾞﾈｽ英語 等大学等委託訓練

情報通信関連 17 Ｏ Ａ シ ス テ ム ビ ジ ネ ス Ｉ Ｔ 等353
就 職 促 進 ３ 医療・介護保険事務45

２ 介 護 サ ー ビ ス座学実習組合せ 60
6 医療・介護保険事務 Webクリエータ 等母子家庭の母等向けコース 26
13 264 W e b ｸ ﾘ ｴ ｰ ﾀ 介護サービス実践 等若年者向けコース
10 89 医療・介護保険事務 清 掃 実 務 等障害者向けコース

計 54 902 (南部 コース703人,北部 コース 人)40 14 199

実 施 機 関 京都・福知山・城陽障害者高等技術専門校 ３校

● 就職支援事業
・母子家庭の母等に対する就職支援セミナー 2コース 50人
・就職基礎能力速成講座 15コース 300人

【実雇用見込】６３３人

◆専門就職指導員の設置（ ２０，０００千円）
離職者向け短期職業訓練を実施する京都高等技術専門校及び福知山高等技

術専門校に就職指導員を配置し、当該訓練受講者に対し就職指導を行う。

・配置人員：８名（京都校６名 福知山校２名）
・採用予定者：民間企業離職者で人事担当経験者等
・採用期間：平成１８年４月～平成１９年３月
【雇用創出効果】 実雇用：８人

担当課・係名 能 力 開 発 課 指 導 係 ０７５－４１４－５１０５課・係 電話番号

共通 － １２



平成１８年度当初予算案主要事項説明
府民労働部

＜就業支援対策の推進＞

女性チャレンジネット整備事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継続１，９００千円

１ 目 的

男女共同参画社会の実現に向けた施策として、再就職・キャリアアップや起業

ＮＰＯ活動など、女性のライフステージに応じたチャレンジを支援することによ

り、社会の様々な分野における女性の参画を促進する女性チャレンジネット整備

事業を実施する。

２ 事業内容

事 項 名 内 容

女性チャレンジネッ チャレンジしたい女性の幅広いニーズに対し、女性

ト整備事業（女性チ のキャリアカウンセラーが相談に応じる。

ャレンジ相談） （予約による面接相談）

事業内容

・女性総合センター 毎週 火・土 9:00～17:00

目 的 ・北部地域巡回相談（年１２日）

対 象

方 法 等

３ 雇用見込人数

実雇用 ９７人

女性政策課企画・推進担当 課・係 電話番号 075-414-4291担当課・係名

共通－１３



平成１８年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

＜就業支援対策の推進＞

障害者就職促進対策費事 業 名

予 算 額 １１，５００ 千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

就職面接会や企業向けセミナーの開催、障害者雇用開拓アドバイザーの

設置により、障害者の雇用の促進と安定を図る。

２ 事業内容

（単位：千円）

組内容 予算額 事業内容取

府内の障害者雇用を促進するため、（社）京事 業 内 容 障害者雇用開拓アドバイザ 8,980

都府障害者雇用促進協会への委託によっー事業

て、「京都府障害者雇用開拓アドバイザー」

を配置し、障害者の求人開拓を中心とした、

きめ細やかな啓発・相談・関連制度の周知を

行う。目 的

障害者の求職者が年々増加する中、求職者障害者就職面接会開催事業 2,000

により多くの企業情報を提供するとともに、対 象

企業に障害者を紹介する場を提供すること

により、障害者の就職促進を図る。方 法 等

府内の障害者雇用を促進するため、取り組障害者雇用促進セミナー 520

みが遅れている業種や雇用の見込める事業開催事業

所等を対象としたセミナーを開催し、集中的

に啓発を図る。

３ 雇用見込人数

実雇用 １００人

担当課・係名 075-414-5095雇用対策プロジェクト 就業支援チーム 課・係 電話番号

共通 － １４



平 成 １８ 年 度 当 初 予 算 案 主 要 事 項 説 明

府 民 労 働 部

＜ ＞就業支援対策の推進
事 業 名

障害者の自立・就労支援事業費

３０，１８３ 千円 新規・継続予 算 額 新規・継続の別

１ 目 的
障害者校以外の府立高等技術専門校と障害者就業・支援センターが連携し

て、一体的に知的障害者等を対象に生活 就労相談から職業訓練 就職 職場定着・ 、 、
まできめ細かく自立・就労支援を行う。

２ 事業内容
事業内容

◆職業訓練
京都高等技術専門校及び福知山高等技術専門校の施設内において、障害者

対象職業訓練を実施する。

コース名 定員 期 間

目 的 ＯＡビジネス科
１０名×２ ６月 (700h)京都高等技術専門校

(身体障害者対象)対 象
方 法 等 販売実務科

１０名 12月(1,200h)福知山高等技術専門校
(知的障害者対象)

◆生活・就労相談から訓練・就職・職場定着までの一体的な支援体制の整備

配置人員

△

・職業生活自立支援員
・障害者職業訓練アドバイザー
・訓練指導員等

業務内容

△

・障害者の就職・職場適応支援及び企業に対する職場環境改善等の助言・
援助

・訓練コースの設定・運営
・職業訓練の実施及び受講生への就職等支援

３ 雇用見込人数

実雇用 ４０人

△

能 力 開 発 課 指 導 係 ０７５－４１４－５１０５
担当課・係名 課・係 電話番号

雇用対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 就業支援ﾁｰﾑ ０７５－４１４－５０９５

共通 － １５



平 成 １８ 年 度 当 初 予 算 案 主 要 事 項 説 明

府 民 労 働 部

＜ ＞就業支援対策の推進
事 業 名

障害者の自立・就労支援事業費

３０，１８３ 千円 新規・継続予 算 額 新規・継続の別

１ 目 的
障害者校以外の府立高等技術専門校と障害者就業・支援センターが連携し

て、一体的に知的障害者等を対象に生活 就労相談から職業訓練 就職 職場定着・ 、 、
まできめ細かく自立・就労支援を行う。

２ 事業内容
事業内容

◆職業訓練
京都高等技術専門校及び福知山高等技術専門校の施設内において、障害者

対象職業訓練を実施する。

コース名 定員 期 間

目 的 ＯＡビジネス科
１０名×２ ６月 (700h)京都高等技術専門校

(身体障害者対象)対 象
方 法 等 販売実務科

１０名 12月(1,200h)福知山高等技術専門校
(知的障害者対象)

◆生活・就労相談から訓練・就職・職場定着までの一体的な支援体制の整備

配置人員

△

・職業生活自立支援員
・障害者職業訓練アドバイザー
・訓練指導員等

業務内容

△

・障害者の就職・職場適応支援及び企業に対する職場環境改善等の助言・
援助

・訓練コースの設定・運営
・職業訓練の実施及び受講生への就職等支援

３ 雇用見込人数

実雇用 ４０人

△

能 力 開 発 課 指 導 係 ０７５－４１４－５１０５
担当課・係名 課・係 電話番号

雇用対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 就業支援ﾁｰﾑ ０７５－４１４－５０９５

共通 － １５



平成１８年度当初予算案主要事項説明

総務部・府民労働部

＜就業支援対策の推進＞

Ｕターンセンター事業費事 業 名

新規・継続の別 一部新規予 算 額 ５，０００ 千円

１ 趣 旨

「府北部地域に帰りたい、帰って働きたい」という若年者等を対象

に 『 中丹・丹後）Ｕターンセンター』や『若年者就業支援センター、（

北部センター』において、地元企業の求人情報の提供や相談等を行う

とともに、新たに東京事務所において、府内企業の採用情報等の提供

等を行う。

事 業 内 容
２ 事業内容

○ 府北部へのＵターン希望者に対する地元企業情報の提供やＵターン
フェア等面接会の開催等を行う。

○ 府東京事務所において、新たに、首都圏在住で京都府へのＵ・Ｉタ目 的
ーン希望者に対して、Ｕターンセンター等と連携し、府内企業の採用
情報の提供等を行う。対 象

方法等

３ 雇用見込人数

実雇用 ３００人

075-414-4411財政課 総務担当
課・係 電話番号担当課・係名

075-414-5095雇用対策プロジェクト就業支援チーム

共通 ― １６



平成１８年度 当初予算案主要事項説明

保健福祉部

＜就業支援対策の推進＞

Ｉ Ｔ 活 用 障 害 者 就 労 支 援 事 業 費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規１５，９００千円

１ 趣 旨

在宅障害者によるＩＴを活用した仕事の受注を図るため、就労に必要な技術習得のための訓

練指導や情報処理技術の教育を行うとともに、コーディネータの配置を行い、仕事の確保や在

宅就労調整を実施する。

２ 事 業 概 要事 業 内 容

◆コース別の研修によるＩＴ操作能力の修得

目 的 ・年間４コース（１コース１０回程度、１０名程度受講）を実施予定

対 象 ・社会福祉法人プロップステーションが実施予定

方 法 等 ◆コーディネータによる受注販路の開拓、調整、納品

・受注先の開拓に加え、在宅障害者への仕事の配分、進捗管理を実施

・研修修了者の登録、管理等

効 果３

◆確立したカリキュラムによる研修により、企業から仕事を受注できるレベルの能力を修得

◆在宅障害者の就労窓口を一元化し、コーディネータを配置することで在宅就労を促進

【 事業イメージ 】

継 障害者ＩＴサポートセンター運営費 コミュ

初 パソコン講座（初級） ニケー

障 心 操作等の相談受付 ション

者 パソコンリサイクル事業 等 の確保

害

ＩＴ活用障害者就労支援事業費新

者 一定レベ キャリアアップ研修、 在 宅

ル以上 コーディネータの配置 就 労

在宅就労希望者の登録 等

４ 雇用見込人数

実雇用 ２人

担当課・係名 精神･社会参加室 精神・社会参加担当 課･係 電話番号 075-414-4603

共通－１７



平成１８年度当初予算案主要事項説明
農林水産部

＜就業支援対策の推進＞事 業 名

ふるさとのあすをひらく新規就業支援事業費

予 算 額 ２５，２２３ 新規・継続の別 継 続千円

１ 趣 旨
厳しい雇用情勢等を背景に、新たな就業の場として農林水産業に対する期待が

高まる中で府民に対する利便性の向上等を図るため、農・林・水の分野別に実施

してきた就業相談窓口を一元化した「農林水産業入門支援センター」を設置し、

農林水産業への就業情報を総合的・効果的に提供する。

これと併せて、新規就農希望者の研修に必要な農地、住居、指導者、担い手づ

くり後見人等を確保・整備し、地域において技術習得から就農まで一貫して支援

する「担い手養成実践農場」を設置することにより、円滑に就農できる総合的な

システムを構築する。

２ 事業概要事業内容

(1) 農林水産業入門支援事業費
目 的

対 象 事業主体 京都府農業会議

方法等

事業内容 農林水産業入門支援センターの設置

○新規参入希望者 に対する相談窓口の一元化（農業・林業・水産業）

○専任の相談員の設置

○実践農場等研修先の紹介、連携 等

(2) 実践農場整備事業費
就農希望者が研修後も継続して就農できる実践農場の整備

事業主体 府 市 町 村 等（一部京都府農業開発公社に委託）

事業内容 ①住宅確保等の地域調整を図①農場運営管理者の設置

研修終了後も同一農地での就農を る担い手づくり後見人の設

図ることができる実践農場の選定 置、活動支援

②農地の整備費、研修用機械②研修期間中の経費の負担

農場指導者の設置費、農地及びハ 等及びハウス（⑰以降設置

ウス（⑯以前設置分）の借上費 分）の借上費

対 象 者 新規参入者（非農家出身）

備 考 実雇用人数２６人

○市町村に対する補助金は、地域課題対応型ふるさと推進事業費に計上

農村振興課 担い手育成担当 課・係 電話番号 075-414-4902担当課・係名

共通 ― １８



平成１８年度 当初予算案主要事項説明
商 工 部
教育委員会

＜緊急雇用対策＞事 業 名
匠 の 公 共 事 業 費

継 続予 算 額 新規・継続の別１０８，６００千円

１ 趣 旨

京都の和装・伝統産業は、日本の文化を支え、世界に誇りうる府民共有
の財産であることから 「府伝統と文化のものづくり産業振興条例」に基、
づき、和装・伝統産業の基盤づくり（人材育成・技術継承、新たなものづ
くりの推進、需要基盤形成のための普及啓発）を積極的に推進する。

２ 事業概要

○「京の職人さん」仕事づくり推進事業（43,000千円）
伝統産業の職人さんの技を生かした実演や府内企業等による工芸品活

用促進など職人さんの仕事づくりを推進

○道具類等ものづくり基盤対策事業（3,000千円）事 業 内 容
伝統的工芸品の製造に欠かすことのできない道具類等の確保対策や道

具職人・関連工程職人の仕事づくり等を実施目 的
対 象

○「きものの似合うまち・京都」づくり推進事業（10,000千円）方法等
和装需要拡大を図るため、和装業界、観光業界等と連携して、きもののす

ばらしさを集中的にＰＲ

○和装・伝統産業需要基盤形成事業（8,000千円）
京都で学ぶ大学生や高校生のきもの着用機会づくりにより和装需要を

拡大

○伝統産業「創造的プロデュース」支援事業（13,000千円）
伝統産業の企業グループが取り組むプロデュース能力の向上等につな

がる先進的・モデル的な事業を支援

○伝統産業次世代人材養成事業（15,000千円）
若手職人を対象とする総合的な技術コンクールを開催するなど、伝統

産業の次代を支える人材を養成

○「京の伝統・食と文化」魅力発信事業（10,000千円）
伝統食品や地場産品を一堂に集めた展示即売会や伝統技術を紹介する

展示会の開催等を通じ 「京の伝統・食と文化」等の普及啓発を実施、

○京の子ども伝統・文化体験事業（6,600千円）
伝統工芸品の産地組合等と連携し、府内中学１年生に対し伝統文化の

体験事業を実施

３ 雇用見込人数
実雇用 ８０人

染織・工芸室 染織担当 075-414-4856
075-414-4837

担当課・係名
観光・商業室 観光担当

課･係 電話番号 075-414-4851産業支援室 ものづくり支援チーム
学校教育課 指導第２係 075-414-5840

共通－１９



平成１８年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

＜緊急雇用対策＞
事 業 名

（緑の公共事業費）いのちと環境の森づくり事業費

予 算 額 ９８，７２０千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

放置された人工林等を対象に、森林所有者との協定により一定

期間の伐採利用禁止等の措置を講じながら、環境保全の視点から

間伐を軸に針広混交林化を促進する。

２ 事業概要

① 森林機能回復整備事業

造林未済地における広葉樹の植栽や放置森林での強度の間伐

等の実施

② 森林適正整備推進事業

水源かん養等の機能を高度に発揮するため、国庫補助対象と事業内容

ならない８齢級（36年生～40年生）から１２齢級（56年生～60

年生）の高齢級の間伐と間伐材の搬出、及びこれに伴う施業路目 的

開設の実施対 象

③ 放置竹林拡大防止事業方 法 等

放置されたことにより森林に侵入した竹林の伐採整理の実施

３ 事業主体

① (社)京都府森と緑の公社

② 市町村、森林組合、森林所有者等

③ 市町村、森林組合、森林所有者等

４ 補 助 率

① ８５％ ②及び③ １／２

５ 雇用見込人数

実雇用 １５５人

担当課・係名 森林保全課森林整備担当 課・係 電話番号 075-414-5024

共通－２０



平成１８年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

＜緊急雇用対策＞
事 業 名

（緑の公共事業費）災害に強い森づくり事業費

予 算 額 ５６，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

山村集落の生活用水等を供給する水源山地の森林を対象として

荒廃森林の整備、治山施設の設置等を一体的に実施することによ

り、健全な森づくりを通じて集落への良質で安定的な水の供給を

図る。

２ 事業概要

・ 取水機能を備えた治山ダムの整備

、風倒木処理・ 治山ダム周辺荒廃森林の整備

事業内容

３ 実施予定箇所目 的

舞鶴市白滝 ほか２箇所対 象

方 法 等

４ 雇用見込人数

実雇用 １７人

担当課・係名 森林保全課治山担当 課･係電話番号 075-414-5028

共通－２１



平成１８年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

＜緊急雇用対策＞
事 業 名

公共治山事業 （緑の公共事業費）安心・安全の森整備事業費 < >

予 算 額 ２０９，４１２千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

暮らしの安心・安全を守る水源かん養や土砂流出防備機能など

森林の持つ公益的機能を高度に発揮させるため、公益性の高い保

安林の改良及び保育を実施する。

２ 事業概要

・ 本数調整伐

・ 下刈り及び除伐

事業内容

３ 実施予定箇所

亀岡市三俣ほか３２箇所目 的

対 象

方 法 等

４ 雇用見込人数

実雇用 ５６人

担当課・係名 森林保全課治山担当 課･係 電話番号 075-414-5028

共通－２２



平成１８年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

＜緊急雇用対策＞
事 業 名

（ ）風倒木被害森林緊急再生事業費 < >公共造林事業 緑の公共事業費

予 算 額 ８６，３９７千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

台風２３号により被害を受けた森林の公益的機能を早急に回復

するため、風倒木処理等の森林整備を実施する。

２ 事業概要

・ 風倒木の伐採及び跡地への造林

・ 風倒木の引き起こし

・ 上記作業のための作業路の開設

３ 実施予定箇所事業内容

激甚災害の指定５市町（南丹市(旧美山町地域)、京丹波町（旧

和知町地域 、宮津市、伊根町、京丹後市）を含む１４市町目 的 ）

対 象

方 法 等

４ 雇用見込人数

実雇用 ４３人

担当課・係名 森林保全課森林整備担当 課・係 電話番号 075-414-5024

共通 － ２３



平成１８年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

＜緊急雇用対策＞
事 業 名

（緑の公共事業費）京都・文化の森づくり事業費

予 算 額 ９，４００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

文化財や京町家等の修復、京都の祭事等に必要な用材を府が指

、 、定・登録した森林から供給するように その活用を図るとともに

優れた景観形成に貢献する社寺等の後背林の整備を行う。

２ 事業概要

① 京都・文化の森づくり事業推進委員会の開催

京都・文化の森に指定・登録した備蓄林から必要な用材を供

給することや景観保全林の整備地区について検討する。

② 京の景観保全林整備事業

世界文化遺産（社寺）等周辺の森林の枯損木、倒木等による事業内容

文化財への危害を防ぐとともに、美しい景観を守るための不用

木の伐採、整理等の実施目 的

対 象

３ 事業主体方 法 等

②のうち軽微なもの 地域の保存会等

上記以外 府

４ 補 助 率

②のうち軽微なもの １／２

５ 雇用見込人数

実雇用 １５名

担当課・係名 林務課緑の公共事業推進プロジェクト 課･係 電話番号 075-414-5015

共通－２４



平成１８年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

＜緊急雇用対策＞
事 業 名

（緑の公共事業費）人と野生鳥獣の共生の森づくり事業費

予 算 額 １０，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

ツキノワグマ等の野生動物にとって外敵から身を守るために格

好の隠れ場所となっている放置された里山等について、人と野生

動物の生活エリアを隔てる緩衝地帯として整備するとともに、必

要に応じてエサとなる広葉樹の植栽を合わせ行う。

２ 事業概要

・ 放置された里山の間伐等

・ 奥山への広葉樹の植栽

・ 里道整備事業内容

目 的

３ 実施方法対 象

委託方 法 等

・ 実施箇所 クマの出没が多い中山間地域の森林等

・ 実施体制 緑の雇用担い手育成事業等で新規参入した者の能力向上

研修として実施

４ 雇用見込人数

実雇用 １０人

担当課・係名 森林保全課野生動物対策室 課・係 電話番号 075-414-5022

共通 － ２５



平成１８年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

＜緊急雇用対策＞
事 業 名

（ ）環境に優しいウッドマイレージ認証木材普及事業費 緑の公共事業費

予 算 額 ２１，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

京都府産認証木材の利用と流通を促進し、輸送過程の二酸化炭

素の排出量を抑制するとともに間伐等の森林整備を促進すること

により、府民レベルで森林を守り地球温暖化防止対策を推進する

仕組みを確立する。

２ 事業概要

① 認証木材普及事業事業内容

ウッドマイレージＣＯ 認証制度の対象を間伐材から木材全般へ拡２

目 的 大することに伴う府民及び事業者等への普及並びに体制整備

② 間伐等素材生産コスト削減推進事業対 象

方 法 等 認証木材製品に加工される間伐材等を低コストで生産する体制を

構築する森林組合等に対して助成

３ 事業主体

①；府等 ②；森林組合等

４ 補 助 率

②；１／２

５ 雇用見込人数

実雇用 ８人

注）ウッドマイレージＣＯ とは２

木材輸送過程のエネルギー消費を少なくし環境にやさしい木の利用を

促進するため、木材産地からの輸送形状（原木、製品 、及び輸送手段）

（自動車、鉄道、船舶等）ごとの距離に応じて排出される二酸化炭素の

量と、当該木材の材積を乗じて得られる指数

林務課林産振興担当 075-414-5011
担当課・係名 課・係 電話番号

林務課普及指導支援室 075-414-5005

共通 － ２６



平成１８年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

＜緊急雇用対策＞
事 業 名

（緑の公共事業費）クマ剥ぎ被害緊急対策事業費

予 算 額 ８，５００千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

特定鳥獣であるツキノワグマにより、人工林のクマ剥ぎ（爪で

樹皮を剥ぐ行動）被害が特定地域で多発していることから、当該

被害を未然に防止する対策を緊急的に講じ、森林が有する多面的

機能の良好な発揮を図る。

２ 事業概要

当該被害が発生している又は発生する恐れのある市町村を対象

に、樹幹へのクマ剥ぎ防止テープの巻き付けに要する経費に助成

事業内容

３ 実施主体目 的

市町村（ただし、被害多発地域を含む市町村に限る ）対 象 。

方 法 等

４ 補助率

８５％

５ 雇用見込人数

実雇用 ２０人

担当課・係名 森林保全課野生動物対策室 課・係 電話番号 075-414-5022

共通 － ２７



平成１８年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

＜緊急雇用対策＞
事 業 名

（緑の公共事業費）ナラ枯れ被害対策事業費

予 算 額 ２，０８９千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

森林病害虫等防除法に基づいて、森林の公益的機能を維持する

ため、カシノナガキクイムシによるナラ類被害の防除対策を実施

する。

２ 事業概要

・ 伐倒駆除 １２６‰

事業内容

３ 事業主体

市町村等目 的

対 象

方 法 等

４ 補助率

３／４

５ 雇用見込人数

実雇用 ３人

担当課・係名 森林保全課森林整備担当 課・係 電話番号 075-414-5026

共通 － ２８



平成１８年度当初予算案主要事項説明

農 林 水 産 部

＜緊急雇用対策＞
事 業 名

（緑の公共事業費）松くい虫等防除関連事業費

予 算 額 ７７，７４６千円 新規・継続の別 継続

１ 趣 旨

森林病害虫等防除法に基づいて、森林の公益的機能を維持する

、 、 。ため 守るべき松林を中心に 松くい虫等の防除対策を実施する

２ 事業概要

・ 伐倒駆除 ３，５６９‰

・ 地上散布 ２２０ｈａ

・ 樹幹注入 １，７９８本

事業内容

３ 事業主体

市町村等目 的

対 象

方 法 等

４ 補助率

命令駆除 １０／１０

奨励駆除 １／４

単費駆除 ２／３

５ 雇用見込人数

実雇用 １３３人

担当課・係名 森林保全課森林整備担当 課・係 電話番号 075-414-5026

共通－２９



平成１８年度当初予算案主要事項説明

土 木 建 築 部

＜緊急雇用対策＞

緑の公共事業費（土木建築部）事 業 名

予 算 額 新規･継続の別 継 続１４０，０００ 千円

１ 趣 旨

府内産間伐材を利用した自然にやさしい公共事業を推進すると
ともに、京都府独自の対策を実施することで、雇用・就業の機会
を確保する。

２ 事業概要

事 業 名 事 業 内 容
事業内容 区 事業費

(千円)分

間伐材を利用し、生物の生育・育成目 的
環境に配慮した河川施設整備を実施対 象 ① 緑の河川復活事業費 100,000

方法等

間伐材を利用し、良好な自然環境を

保全・創造する護岸整備等を実施② 緑の渓流復活事業費 30,000

間伐材を利用し、都市公園の遊具等緑 の 散 策 道 等
の再整備を実施③ 再 生 事 業 費 10,000

請負３ 実施方法

４ 雇用見込人数
１１１人実雇用

① 河川整備管理室 河川･海岸担当 075-414-5285
担当課・係名 ② 砂 防 室 管理･事業担当 課・係 電話番号 075-414-5314

③ 公 園 緑 地課 建 設 係 075-414-5272

共通－３０



平成１８年度当初予算案主要事項説明

土木建築部

＜緊急雇用対策＞

緊急生活道路小規模改良事業費事 業 名

継 続予 算 額 新規･継続の別５００，０００ 千円

１ 趣 旨

待避所設置や線形不良個所の解消など路線の状況に合った部
分的な改良事業を実施し、道路の安全性、走行性の向上を図る
とともに、独自の対策を実施することで、雇用・就業の機会を
確保する。

事業内容

２ 事業概要目 的

対 象

交通量の少ない地域における、通行困難箇所に待避所の設置方法等

や視距改良など小規模な改良工事を実施する。

請負３ 実施方法

４ 雇用見込人数
実雇用 １１５人

道路建設室 府道・国道・橋梁担当 075-414-5252担当課・係名 課・係 電話番号

共通 － ３１



平成１８年度当初予算案主要事項説明

土木建築部
警 察 本 部
教育委員会

＜緊急雇用対策＞

臨 時 生 活 関 連 施 設 整 備 費事 業 名

予 算 額 新規･継続の別 継 続３，０００，０００ 千円

１ 趣 旨
「安心・安全の確保」、「つくったものを『よりいかす』視点の重視」の

観点から、既存インフラを活用すべく、臨時重点的な補修や適正な維持管理
を行うことにより、新京都府総合計画に示された各施策の推進を図るととも
に、現下の経済情勢を踏まえ、小規模改良事業等の不況雇用対策に資する。

（単位：百万円）２ 事業内容
事業内容

内 容 所 要 額 所 管

社会基盤整備
道路の舗装、橋の修繕など
（社会基盤ストックのレベルアップ）

落石防止などの防災対策
目 的 （安心・安全な地域づくり）
対 象 舗装道修繕、沿道緑地の管理など ２，８００ 土木建築部
方法等 （不況雇用対策）

道路の穴ぼこ、段差解消など
（小規模修繕）

植樹帯等緑化空間の維持・補修など
（やすらぎ空間の維持修繕）

交通安全施設整備
横断歩道の塗替え、道路標識の設置など １００ 警 察 本 部

（安心・安全な地域づくり）

府立学校小規模改修
トイレ及び教室内装等の改修など １００ 教育委員会

（小規模改修）

３ 雇用見込人数
実雇用 ４９５人

土 木 建 築 部 監 理 課 経 理 担 当 075-414-5173
警 察 本 部 会 計 課 予 算 係 (代)075-414-6042担当課・係名 課・係 電話番号

(内6042)
教 育 庁 管 理 部 管 理 課 管 理 係 075-414-5768

共通－３２



平成１８年度当初予算案主要事項説明

教育委員会

＜緊急雇用対策＞

小 学 校 低 学 年 指 導 充 実 費事 業 名

予 算 額 ７６８，９６４ 新規・継続の別 継 続千円

１ 趣 旨

「まなび教育推進プラン」に基づき、児童に学校での基本的な生活習慣や

学習習慣を身につけさせ、保育園や幼稚園等から小学校への円滑な移行と定

着を図るための施策を一層充実する。

２ 内 容

府内全公立小学校を対象として、１、２年生の児童数３０人を超える学級

で２人の教員による指導を行う （配置は３０人を超える学級を基本とす。

るが、各学校の状況等に応じて弾力的に運用する ）。

事 業 内 容

３ 実施方法

目 的 非常勤講師を直接雇用

対 象 ４ 雇用見込人数

方 法 等 実雇用 ７２６人

担当課・係名 教 職 員 課 人事係 課・係 電話番号 075-414-5799

共通－３３



平成１８年度当初予算案主要事項説明

教育委員会

＜緊急雇用対策＞

全中学１年生英数少人数教育実施費事 業 名

予 算 額 ９５，７４９ 新規・継続の別 継 続千円

１ 趣 旨

「まなび教育推進プラン」に基づき、小学校から中学校への円滑な接続を

図るとともに、英語、数学の基礎学力の定着を図るための施策を充実する。

２ 内 容

府内全公立中学校を対象として、１年生の生徒数３０人を超える学級にお

いて英語、数学で少人数授業やティームティーチング等の少人数教育が実施

できるよう教員を配置する。

事 業 内 容 ３ 実施方法

非常勤講師を直接雇用

目 的

４ 雇用見込人数

対 象

実雇用 ２７４人

方 法 等

担当課・係名 教 職 員 課 人事係 課・係 電話番号 075-414-5799

共通－３４



平成１８年度当初予算案主要事項説明

教育委員会

＜緊急雇用対策＞

特 別 支 援 教 育 充 実 事 業 費事 業 名

予 算 額 ２２０，０００ 新規・継続の別 新 規千円

１ 趣 旨

小・中学校の通常学級に在籍するＬＤ・ＡＤＨＤ・高機能自閉症等の発達

障害がある児童生徒に対する適切な教育的支援や支援体制の整備などの施策

を充実する。

※ ＬＤ：学習障害

ＡＤＨＤ：注意欠陥・多動性障害

２ 内 容

ＬＤ、ＡＤＨＤなどの発達障害等により、特に支援を必要とする児童生徒

事 業 内 容 が在籍する学校において、一人一人の教育的ニーズに応じた適切な指導と必

要な支援を充実させるため、今後増加する団塊の世代の退職教員や特別支援

教育専攻の大学院生等を登用し、個別指導やティームティーチング等による

目 的 柔軟な指導を行う。

対 象 ３ 実施方法

方 法 等 非常勤講師を直接雇用

４ 雇用見込人数

実雇用 １００人

担当課・係名 教 職 員 課 人事係 課・係 電話番号 075-414-5799

共通－３５




